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Energy and Japan-Iran Relations in 1950s:  






During the Oil Nationalization Movement of the early 1950s, Iran’s oil was 
boycotted by the British and major oil companies, which brought a lot of 
financial hardship to the government of Prime Minister Mossadegh. A few 
medium-scale oil companies tried to buy and transport it to the market, 
including Japanese Idemitsu Kosan. It was a very risky but highly profitable 
deal for them, because Iran gave large discounts to the buyers. However, after 
Mossadegh’s downfall and the establishment of the Zahedi government, the deal 
faced problems. Iran could not or would not easily accept the discounted rate 
requested by Idemitsu.  
In approximately 1954, the Japanese government intervened to support 
Idemitsu, including by writing letters to the Foreign Ministry. Below is one of 
those letters, which has been translated from Farsi to Japanese, that was sent to 
Dr. Ardalan, the Foreign Minister of Iran, in September 1956. In the letter, 
Japan demanded that the Iranians keep their obligations and promises and 
offered a long-term oil deal with special conditions. In the article, I describe the 
background and details of the deal, explain the Japanese government’s position 
regarding the Idemitsu deal, and shed some light on Japan’s energy diplomacy. 
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ここで翻訳・紹介する書簡は、「イラン国立図書館・資料局」（National Library and 
Archives Organization, 以下 NLAI）が公開している日本関連資料のひとつである 1。本史
料は出光興産とイラン政府の間に結ばれた協定の履行について日本大使館から 1956 年 9
月 22 日にイラン外務省に送付され、外務省がイラン財務省に提供した書簡のペルシャ語翻訳
文である 2。 
1953 年 2 月 14 日に締結された出光興産とイラン政府の間の協定は二段階からなり、その
全有効期間は 9 年間と定められていた。協定締結から 2 ヶ月後に結ばれた補足協定に基づ





















                                                   




3 読売新聞戦後史班 1981.『日章丸事件；イラン石油を求めて』冬樹社 166-167 頁。 
4 「石油国有化運動」やイランの石油産業の歴史に関する文献の多くは出光興産による石油の購入に言及
し、それを肯定的に評価している。例えばペルシャ語の文献として Rouhanī, Fuād. 1353［1974］. 
Tārīkh-e Mellī Shodan-e San‘at-e Naft-e Īrān （イラン石油産業の国有化史）, pp.396-411, Tehrān, 
Ketābhā-ye Jībī. 






























たのは約 3 ヶ月後の 1953 年 2 月 14日であった。 
出光側が手配したタンカー「日章丸」は翌月にイランに派遣され、アバダン港で石油を荷積
みした後 4月 15日に出港し、イギリス海軍による事実上の海上封鎖を回避して 5 月 9 日に川
崎港に帰港した。しかし AIOC が運ばれた石油の所有権を主張して東京で訴訟を起こし、こ
れは国際裁判にまで発展したものの、出光側が勝訴し、イランからの石油運搬は続けられた。











































政府は貿易協定の締結に向けて交渉を開始し、その過程で日本政府として 8 から 9%の油価
の値引きを求め、事実上それを交渉妥結の条件とした 6。また当時イランから輸入していた塩
を買い控える措置をとった。しかし結局この件の決定はイラン国内で「経済最高審議会」に委ね
                                                   
5 出光興産株式会社店主室（編）1980.『アバダンに行け「出光とイラン石油」外史』出光興産株式会社 
33-36 頁。 
6 両国間の貿易協定の交渉は、主に片貿易の問題のため難航し、漸く 1960 年に妥結して同年 10 月 11 日
にテヘランで調印された 










油のシェアはうなぎ登りに増え、1970年に 40%を超えている。ただしこれは NIOC のシェアで
はなく、ほとんどがコンソーシアムによる輸出であった。イランは、1960 年代半ば頃から NIOC
の生産力が高まると日本市場でのシェアの獲得を目指すようになり、ハイレベルの政治交渉で
それを話題にしてきた。例えば 1960 年代後半に日本を訪れたエグバール NIOC 総裁や
ザーヘディー外相は、エネルギーを巡って両国の関係強化を求め、ザーヘディー外相は愛知
外相との会談で「コンソーシアム」ではなく「NIOC から直接輸入されることを期待している」とし




岸信介首相の会談でも話題になった 9。油田開発に関して 1960 年代後半になるとイラン側か
ら日本に働きかけをし、1969 年に来日したザーヘディー外相が佐藤栄作首相との会談で「イ













                                                   
7 中嶋猪久生 2015.『石油と日本――苦難と挫折の資源外交史』新潮社 132-133 頁。 
8 外務省中東アフリカ局.1969.「ザヘディ・イラン外相来日」（整理番号 04-232） 17 頁。 
9 外務省中東アフリカ局.1958.「パーレビ・イラン皇帝訪日」（整理番号 2014-5107） 
10 外務省中東アフリカ局.1969. 34 頁。 
11 バーゲル・モストウフィー石油化学公社(NPC)初代会長はその回想録で IJPC 設立における日本側との
協力について詳しく言及している。「バーゲル・モストウフィー氏インタビュー」（ケイワン・アブドリ
訳）『イラン革命と日本企業 第一冊 IJPC 関係(2)』アジア経済研究所、2015. 1-74 頁。 




















2. NIOC と出光興産は共に利益を受けるように販売拡大のために協力する。 
3. NIOCは出光興産が市場で競争力を保持できるように支援する。 





1. 出光興産は協定の調印日から 2ヶ月半以内に少なくとも 4.5万バレルを輸送する。 
2. 出光興産は同じ日付から 4ヶ月半以内にさらに少なくとも 4.5万バレルを輸送する。 
3. 出光興産は第二船の出発日から 18ヶ月以内に 500万バレルを買付し、輸送する。 
出光興産側はこれらの義務を完全に履行しており、本契約は有効であると考えます。 
これに対して、NIOC 側は自らの義務を 500 万バレルの一部の提供までしか履行していません。
NIOC は出光興産との協定調印の一年半後、まだ本協定が有効である期間中の 1954 年 10 月

















1. イラン外務相は広瀬〔達夫〕代理公使 iの 1953 年 12 月 6 日付けの書簡に対する 1954年 3
月 12日付けの返答でイラン政府が出光興産との協定を尊重すると明記した。 
2. ファルザーネガーン准将政府報道官 ii（当時の郵便・電報大臣）は 1954年 2月 14日の記者
会見でイラン政府が取引のある石油会社に対する義務を履行すると発言した。 
3. 協定の承認に関する出光氏の 1954 年 3 月 4 日付けの電報に対して返信されたザーヘ
ディー首相とバヤート NIOC会長からの 3月 8日付けと 3月 18日付けの電報では協定が完
全に履行されることが約束された。 
4. 石油会議イラン代表団団長として参加したアミーニー博士自身 iii（当時の財務大臣）。は
1954 年 7 月 4 日にコンソーシアムとの協定の前に結ばれた外国企業との石油協定の実施を
強調し、これらの協定がコンソーシアムとの協定によって損なわれてはいけないと明言した。 
5. トニャンス輸出部部長は 1954 年 7 月 7 日の門脇〔季光〕全権公使 ivとの会談で日本とイタリ
アとの石油協定が必ず履行されると約束した。 

















国際コンソーシアムとの取り決めによって NIOC はコンソーシアムに NIOC の自由裁量分の石
油である総生産量の 12.5%を国際価格で買い取ることを要請することができます。 





































〔1956年 9月 22日付、Dr. アリーゴリー・アルダラーン宛書簡〕  






                                                   
i 1953 年 11 月にイラン外相と外交関係再開の公文を交換した人物で、1970 年代に在アンカラ大使を務め
た。 
ii 1914 年~2003 年。モサッデグ時代に国軍の中の反政権勢力を束ねたことによって王党派の中で頭角を現
した。国軍退職後、クウェートなど数ヶ国で大使を務めた。 
iii 1905 年~1992 年。ガージャール朝時代の貴族の子孫。モサッデグの第一次内閣とザーヘディー内閣で
財務相を務めた。首相時代に農地改革を導入。 
iv 在イラン全権公使の後、鳩山内閣で外務事務次官（1955 年~57 年）となり、また駐ソ大使を歴任した。 
v 1890 年~1958 年。地方名家の出身で 20 年に亘って国民議会の議員、1926 年に経済相、1944 年から 45
年にかけて首相、1955 年から 57 年まで NIOC 会長を歴任した。 
vi外務事務次官や駐ソ大使を歴任した後 1967 年に政治家に転身し、衆議院に当選した。福田赳夫内閣で
環境庁長官を務めた。 
vii 1970 年代に外務省中近東アフリカ局長や在フィリピン特命全権大使を務めた。 
viii 1883 年~1964 年。1920 年代から国民議会の議員、大使、大臣と二度首相を務めた。著名な政治家で、
当時国王側近の一人として認められていた。 
 
